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外務省 領事局長 

水嶋 光一 様   

 

要望書 

 
新型コロナウイルスの感染拡大に伴う 

日本語教育機関への支援について 

 

日本語教育機関関係 6 団体の活動に対し、ご理解とご尽力を賜り、心より感謝いたしま

す。現状を踏まえ、要望書を下記の通りまとめましたので、宜しくお願い申し上げます。 

 

（１）入国制限緩和の際の留学生の優先的な入国への配慮 

政府が新型コロナウイルス感染症の拡大防止で実施している入国制限について、3

段階で緩和を想定し、留学生は、ビジネス客と研究者の次の段階で緩和するとの検

討に入ったと聞いています。一方、在留資格認定証明書が発給されているもののそ

れぞれの国で待機している留学生は、現地での査証申請を行っていないものが大部

分です。在外公館での手続きには面接等もあり、通常でも１ヵ月程度時間がかかるこ

とから、この状況下では、さらに時間を要することが想定されます。入国制限緩和

の暁には、第１段階で留学生が入国できるようご配慮いただければ幸いです。な

お、日本語教育機関の受け入れ準備等もございますので、外務省としての留学生に

ついての入国制限解除の見通し等をご教示いただけますよう宜しくお願いいたしま

す。 

 

（２）ビザ関連の緊急措置情報の現場サイドへの周知徹底 

今回の新型コロナウイルス感染症の感染拡大への対応においては、様々な緊急措

置をとっていただいておりますが、改めて、それらについて、在外公館の窓口職員

への周知徹底をお願いいたします。在留資格認定証明書の有効期間は、現在、6 ヵ月

間に延長されておりますが、在外公館に申請したところ、一部の現地職員がこの事

実を認識しておらず拒否されたとの報告もありますので、よろしくお願いいたしま

す。 
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